
平成 18年 3月期 　個別財務諸表の概要 　

　

平成18年5月18日

上場会社名 日本タングステン株式会社 上場取引所 東　福

コード番号 ６９９８ 本社所在都道府県 福岡県

(URL　http://www.nittan.co.jp)
　
代　　表　　者 役職名  取締役社長 氏名　吉田　省三　

問合せ先責任者 役職名　総務人事部長　 氏名　増田　秀雄　

　 　 TEL　(092)415－5500　　

決算取締役会開催日 平成18年5月18日 中間配当制度の有無 有

配当支払開始予定日 平成18年6月30日 定時株主総会開催日 平成18年6月29日

単元株制度採用の有無 有 (１単元　1,000株) 　 　

　

1.18年3月期の業績（平成17年4月1日～平成18年3月31日）

(1) 経営成績 (注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

　18年3月期 11,866 14.5 1,047 112.9 923 98.2

　17年3月期 10,366 7.2 491 21.5 466 23.2
　

　 当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

　 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

　18年3月期 441 79.4 16 20 － － 5.2 5.2 7.8

　17年3月期 246 30.4 8 52 － － 3.0 2.7 4.5

(注) ① 期中平均株式数 18年3月期 25,227,955株 17年3月期 26,082,713株

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年増減率
　
(2) 配当状況

　
　 　 １株当たり年間配当金 配当金総額

（年間）
配当性向

株主資本
配当率　 中間 期末

　 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

18年3月期 8 00 3 00 5 00 201 49.4 2.3

17年3月期 5 00 2 50 2 50 126 58.7 1.6

(注) 18年３月期期末配当金の内訳は、普通配当3.00円、記念配当2.00円であります。
　
(3) 財政状態　　　　　　　　　　　(注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

　 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年3月期 18,483 8,813 47.7 348 11

17年3月期 17,194 8,069 46.9 318 80

(注) ① 期末発行済株式数 18年3月期 25,222,532株 17年3月期 25,237,641株

　 ② 期末自己株式数 　18年3月期 2,555,068株 　17年3月期 2,539,959株
　

2．19年3月期の業績予想（平成18年4月1日～平成19年3月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末 　

　 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 5,900 470 250 3 00 ― ― ― ―

通期 12,000 950 500 ― ― 3 00 6 00

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　19円82銭

※上記業績予想は、現時点での入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は様々な要因によ

って予想数値と異なる場合があります。なお、上記業績予想に関する事項は、決算短信（連結）の添付資

料7ページを参照下さい。
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6. 財務諸表等

財務諸表

① 貸借対照表

　

　 　
前事業年度

(平成17年３月31日)

当事業年度

(平成18年３月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 1,424 　 　 1,492 　 68

　２　受取手形 　 　 1,084 　 　 1,302 　 218

　３　売掛金 　 　 2,857 　 　 3,014 　 156

　４　製品及び商品 　 　 129 　 　 158 　 29

　５　原材料 　 　 586 　 　 759 　 172

　６　仕掛品 　 　 1,064 　 　 1,321 　 256

　７　貯蔵品 　 　 17 　 　 14 　 △ 4

　８　前払費用 　 　 13 　 　 10 　 △ 2

　９　繰延税金資産 　 　 385 　 　 278 　 △ 107

　10　未収入金 　 　 75 　 　 61 　 △ 14

　11　その他 　 　 81 　 　 130 　 48

　　　貸倒引当金 　 　 △13 　 　 △ 4 　 8

　　　流動資産合計 　 　 7,706 44.8 　 8,538 46.2 831

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　

　１  有形固定資産 ※１ 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 　 8,825 　 　 8,837 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 3,480 5,345 　 3,756 5,080 　 △ 265

　　(2) 構築物 　 616 　 　 620 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 338 277 　 360 260 　 △ 17

　　(3) 機械及び装置 　 9,666 　 　 9,728 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 8,133 1,533 　 8,310 1,418 　 △ 114

　　(4) 車両及び運搬具 　 40 　 　 39 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 38 2 　 37 2 　 0

　　(5) 工具器具及び備品 　 1,109 　 　 1,102 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 984 125 　 986 116 　 △ 8

　　(6) 土地 　 　 299 　 　 299 　 ―

　　(7) 建設仮勘定 　 　 25 　 　 109 　 83

　　　有形固定資産合計 　 　 7,609 44.3 　 7,286 39.4 △ 323

　２  無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) ソフトウェア 　 　 26 　 　 22 　 △ 3

　　(2) 電話加入権 　 　 7 　 　 - 　 △ 7

　　(3) その他 　 　 0 　 　 0 　 0

　　　無形固定資産合計 　 　 34 0.2 　 23 0.1 △ 10
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前事業年度

(平成17年３月31日)

当事業年度

(平成18年３月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 　 　 1,468 　 　 2,263 　 795

　　(2) 関係会社株式 　 　 87 　 　 87 　 　―

　　(3) 出資金 　 　 30 　 　 　― 　 △30

　　(4) 関係会社出資金 　 　 120 　 　 193 　 72

　　(5) 関係会社長期貸付金 　 　 115 　 　 95 　 △19

　　(6) その他 　 　 39 　 　 93 　 54

　　　　貸倒引当金 　 　 △18 　 　 △ 98 　 △80

　　　投資その他の資産合計 　 　 1,843 10.7 　 2,634 14.3 791

　　　固定資産合計 　 　 9,487 55.2 　 9,944 53.8 457

　　　資産合計 　 　 17,194 100.0 　 18,483 100.0 1,288
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前事業年度

(平成17年３月31日)

当事業年度

(平成18年３月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形 　 　 148 　 　 226 　 77

　２　買掛金 　 　 1,041 　 　 971 　 △ 69

　３　短期借入金 ※１ 　 2,230 　 　 2,280 　 50

　４　一年内返済長期借入金 ※１ 　 821 　 　 872 　 50

　５　未払金 　 　 132 　 　 120 　 △ 12

　６　未払費用 　 　 137 　 　 191 　 54

　７　未払法人税等 　 　 35 　 　 179 　 143

　８　未払消費税等 　 　 18 　 　 44 　 26

　９　預り金 　 　 78 　 　 81 　 2

　10　賞与引当金 　 　 374 　 　 490 　 116

　11　その他 　 　 22 　 　 28 　 5

　　　流動負債合計 　 　 5,041 29.3 　 5,485 29.7 444

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　長期借入金 ※１ 　 1,395 　 　 1,423 　 27

　２　繰延税金負債 　 　 481 　 　 932 　 451

　３　退職給付引当金 　 　 1,483 　 　 1,142 　 △ 341

　４　役員退職慰労引当金 　 　 190 　 　 211 　 21

　５　長期預り金 　 　 499 　 　 443 　 △ 55

　６　その他 　 　 33 　 　 30 　 △ 2

　　　固定負債合計 　 　 4,083 23.8 　 4,184 22.6 100

　　　負債合計 　 　 9,124 53.1 　 9,669 52.3 545
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前事業年度

(平成17年３月31日)

当事業年度

(平成18年３月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 ※２ 　 2,509 14.6 　 2,509 13.6 ―

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　資本準備金 　 2,229 　 　 2,229 　 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 2,229 13.0 　 2,229 12.1 ―

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　任意積立金 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 買換資産圧縮積立金 　 1,272 　 　 1,216 　 　 　

　　(2) 別途積立金 　 1,000 　 　 1,000 　 　 　

　２　当期未処分利益 　 1,023 　 　 1,358 　 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 3,295 19.1 　 3,574 19.3 278

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 　 　 642 3.7 　 1,112 6.0 469

Ⅴ　自己株式 ※３ 　 △607 △3.5 　 △ 612 △ 3.3 △5

　　　資本合計 　 　 8,069 46.9 　 8,813 47.7 743

　　　負債・資本合計 　 　 17,194 100.0 　 18,483 100.0 1,288
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② 損益計算書

　

　 　

前事業年度

(自　平成16年４月１日

　至　平成17年３月31日)

当事業年度

(自　平成17年４月１日

　至　平成18年３月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

Ⅰ　売上高 　 　 10,366 100.0 　 11,866 100.0 1,499

Ⅱ　売上原価 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　期首製品及び

　　　期首商品たな卸高
　 157 　 　 129 　 　 　

　２　当期製品製造原価 ※１ 7,244 　 　 7,656 　 　 　

　３　当期商品仕入高 　 906 　 　 1,326 　 　 　

合計 　 8,308 　 　 9,112 　 　 　

　４　他勘定振替高 ※２ △4 　 　 △25 　 　 　

　５　期末製品及び

　　　期末商品たな卸高
　 129 8,183 78.9 158 8,979 75.7 796

　　　売上総利益 　 　 2,182 21.1 　 2,886 24.3 703

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１,３ 　 1,691 16.4 　 1,839 15.5 148

　　　営業利益 　 　 491 4.7 　 1,047 8.8 555

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 6 　 　 2 　 　 　

　２　受取配当金 　 43 　 　 46 　 　 　

　３　不動産賃貸料 　 152 　 　 120 　 　 　

　４　為替差益 　 ― 　 　 48 　 　 　

　５　スクラップ売却益 　 ― 　 　 39 　 　 　

　６　雑収入 　 35 237 2.3 13 271 2.3 33

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 53 　 　 55 　 　 　

　２　賃貸資産減価償却費 　 89 　 　 90 　 　 　

　３　賃貸資産固定資産税 　 36 　 　 35 　 　 　

　４　為替差損 　 32 　 　 ― 　 　 　

　５　貸倒引当金繰入額 　 ― 　 　 59 　 　 　

　６  雑支出 　 50 263 2.5 153 394 3.3 131

　　　経常利益 　 　 466 4.5 　 923 7.8 457
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前事業年度

(自　平成16年４月１日

　至　平成17年３月31日)

当事業年度

(自　平成17年４月１日

　至　平成18年３月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　土地売却益 　 297 297 2.9 ― ― ― △297

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　関係会社出資金評価損 　 175 　 　 70 　 　 　

　２　投資有価証券売却損 　 4 　 　 ― 　 　 　

　３　構造改善費用 ※４ 139 320 3.1 ― 70 0.6 △249

　　　税引前当期純利益 　 　 443 4.3 　 852 7.2 409

　　　法人税、住民税

　　　及び事業税
　 15 　 　 170 　 　 　

　　　法人税等調整額 　 181 196 1.9 240 410 3.5 214

　　　当期純利益 　 　 246 2.4 　 441 3.7 195

　　　前期繰越利益 　 　 840 　 　 992 　 151

　　　中間配当額 　 　 63 　 　 75 　 12

　　　当期未処分利益 　 　 1,023 　 　 1,358 　 334
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③ 利益処分案

　

　 　 前事業年度 当事業年度 比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　当期未処分利益 　 　 1,023 　 1,358 334

Ⅱ　任意積立金取崩額 　 　 　 　 　 　

　　　買換資産圧縮積立金

　　　取崩額
　 55 55 54 54 △1

合計 　 　 1,079 　 1,412 333

Ⅲ　利益処分額 　 　 　 　 　 　

　１　配当金 　 63 　 126 　 　

　２　役員賞与金 　 24 87 33 159 72

Ⅳ　次期繰越利益 　 　 992 　 1,253 261

　 　 　 　 　 　 　

(注) １　役員賞与金には監査役分（前事業年度７百万円及び当事業年度７百万円）を含んでおります。

２　買換資産圧縮積立金取崩額は、租税特別措置法に基づくものであります。

３　利益配当金は、自己株式を除いて計算しております。

４　平成17年12月9日に７５百万円（１株につき３円）の中間配当を実施いたしました。
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　同　左

　 (2) その他有価証券

　　時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動

平均法により算定)

　　時価のないもの

移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

時価のあるもの

同　左

　

　

　

時価のないもの

同　左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 製品及び商品、仕掛品

　　総平均法による原価法

(1) 製品及び商品、仕掛品

　　同　左

　 (2) 原材料及び貯蔵品

　　月別移動平均法による原価法

(2) 原材料及び貯蔵品

　　同　左

３　固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

　建物、構築物

　　定額法

　その他の有形固定資産

　　定率法

　　なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

　建物　　　　　　８～50年

　機械及び装置　　３～12年

有形固定資産

　建物、構築物

　　同　左

　その他の有形固定資産

　　定率法

　　なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

　建物　　　　　　８～50年

　機械及び装置　　３～12年

４　外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。

　同　左

　

５　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。

(1) 貸倒引当金

　　同　左

　 (2) 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるた

め、前１年間の支給実績を基礎とし

て次年度夏季賞与の支給見込額を計

上しております。

(2) 賞与引当金

　　従業員賞与の支給に備えるため

　　支給見込額を計上しています。

　 (3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産残高に基づき、当事業

年度末において発生していると認め

られる額を計上しております。

　なお、数理計算上の差異は、５年

による按分額を発生年度から損益処

理しております。

(3) 退職給付引当金

　同　左
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項目
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　 (4) 役員退職慰労引当金

役員退職慰労金の支給に備えるた

め、役員退職慰労金内規に基づく当

事業年度末要支給額を計上しており

ます。

(4) 役員退職慰労引当金

同　左

６　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

を採用しております。

同　左

７　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によっ

ております。なお、振当処理の要件

を満たしている為替予約については

振当処理に、特例処理の要件を満た

している金利スワップについては特

例処理によっております。

(1) ヘッジ会計の方法

　　同　左

　 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

当期にヘッジ会計を適用したヘッ

ジ手段とヘッジ対象は以下のとおり

であります。

　　　ａヘッジ手段…為替予約

　　　　ヘッジ対象…製品輸出による

外貨建売上債権

　　　ｂヘッジ手段…金利スワップ

　　　　ヘッジ対象…借入金

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同　左

　 (3) ヘッジ方針

デリバティブ取引に関する権限規

程及び取引限度額等を定めた内部規

程に基づき、ヘッジ対象に係る為替

相場変動リスク及び金利変動リスク

を一定の範囲内でヘッジしておりま

す。

(3) ヘッジ方針

　　同　左

　 (4) ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変

動の累計又は相場変動とヘッジ手段

のキャッシュ・フロー変動の累計又

は相場変動を半期毎に比較し、両者

の変動額等を基礎にしてヘッジ有効

性を評価しております。ただし、特

例処理によっている金利スワップに

ついては、有効性の評価を省略して

おります。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

　　同　左

８　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式を採用しております。

消費税等の会計処理

　同　左
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会計処理の変更

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　

　　　　　　　　　―――――

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会　平成14年８月９日)）及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準委員会　平成15年10月31日　企業会計基準適用指

針第６号）を適用しております。これによる損益に与

える影響はありません。
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表示方法の変更

　

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

（損益計算書関係）

　前事業年度まで営業外費用の雑支出に含めていた賃貸

資産固定資産税（前事業年度計上額30百万円）は、営業

外費用の総額の100分の10を超えたため、区分掲記する

ことといたしました。

（貸借対照表関係）

　前事業年度まで区分掲記していた出資金（当事業年度

30百万円）については、重要性が低下したため投資その

他の資産「その他」に含めております。

（損益計算書関係）

１　前事業年度において営業外収益「雑収入」に含めて

おりました「スクラップ売却益」（前事業年度8百万円）

については、営業外収益の総額の100分の10超となった

ため、当事業年度より区分掲記することといたしまし

た。

　

２　前事業年度において営業外費用「雑支出」に含めて

おりました「貸倒引当金繰入額」（前事業年度3百万円）

については、営業外費用の総額の100分の10超となった

ため、当事業年度より区分掲記することといたしまし

た。
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成17年３月31日)

当事業年度

(平成18年３月31日)

※１　担保資産及び担保付債務

　　　担保資産

建物 2,430百万円

土地 5百万円

計 2,435百万円

※１　担保資産及び担保付債務

　　　担保資産

建物 2,323百万円

土地 5百万円

計 2,328百万円

担保付債務

短期借入金 2百万円

長期借入金 1,297百万円

(１年内返済分　176百万円含む)

計 1,300百万円

担保付債務

長期借入金 1,060百万円

(１年内返済分　293百万円含む)

　 　

※２　会社が発行する株式の総数普通株式 100,000千株

　　　発行済株式の総数　　　　普通株式 27,777千株

※２　会社が発行する株式の総数普通株式 100,000千株

　　　発行済株式の総数　　　　普通株式 27,777千株

※３　当事業年度末に保有する自己株式の数は、普通株式

2,539千株であります。

※３　当事業年度末に保有する自己株式の数は、普通株式

2,555千株であります。

４　配当制限　

　　　　商法施行規則第124条第３号に規定する時価を付し

たことにより増加した純資産額は、642百万円であり

ます。

４　配当制限　

　　　　商法施行規則第124条第３号に規定する時価を付し

たことにより増加した純資産額は、1,112百万円であ

ります。
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(損益計算書関係)

　

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

※１　研究開発費の総額

　　　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費

267百万円

※１　研究開発費の総額

　　　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費

249百万円

※２　他勘定振替高の主なものは、次のとおりでありま

す。

営業外費用 4百万円

一般管理費 △13百万円

(新製品受入高) 　

※２　他勘定振替高の主なものは、次のとおりでありま

す。

営業外費用 7百万円

一般管理費 △37百万円

(新製品受入高) 　

※３　販売費及び一般管理費のうち主要な費目

　送運賃 73百万円

　給料手当 707百万円

　福利厚生費 126百万円

　役員報酬 92百万円

　賞与引当金繰入額 96百万円

　退職給付引当金繰入額 63百万円

　役員退職慰労引当金繰入額 41百万円

　交際費 14百万円

　旅費交通費 66百万円

　通信費 24百万円

　減価償却費 49百万円

　賃借料 87百万円

　 　

販売費に属する費用のおおよその割合 42％

一般管理費に属する費用のおおよその割合 58％

　 　

※３　販売費及び一般管理費のうち主要な費目

　送運賃 77百万円

　給料手当 737百万円

　法定福利費 160百万円

　役員報酬 98百万円

　賞与引当金繰入額 123百万円

　退職給付引当金繰入額 32百万円

　役員退職慰労引当金繰入額 38百万円

　交際費 14百万円

　旅費交通費 85百万円

　通信費 30百万円

　減価償却費 39百万円

　賃借料 99百万円

　 　

販売費に属する費用のおおよその割合 41％

一般管理費に属する費用のおおよその割合 59％

※４　構造改善費用の内訳は、以下のとおりであります。

　機械及び装置等有形固定資産
処分損

61百万円

　建物臨時償却費 34百万円

　たな卸資産処分損 35百万円

　機械及び装置等移転費用 8百万円
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(リース取引関係)

　

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　 　
取得価額
相当額
(百万円)

　
減価償却累
計額相当額
(百万円)

　
期末残高
相当額
(百万円)

機械及び
装置

　 376 　 197 　 178

車両及び
運搬具

　 5 　 1 　 3

工具器具
及び備品

　 283 　 148 　 135

合計 　 665 　 347 　 317

　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

　 　
取得価額
相当額
(百万円)

　
減価償却累
計額相当額
(百万円)

　
期末残高
相当額
(百万円)

機械及び
装置

　 361 　 233 　 128

車両及び
運搬具

　 5 　 2 　 3

工具器具
及び備品

　 238 　 134 　 104

合計 　 605 　 370 　 235

　　同　左

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 94百万円

１年超 223百万円

合計 317百万円

　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 65百万円

１年超 169百万円

合計 235百万円

　　同　左

③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 95百万円

減価償却費相当額 95百万円

③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 96百万円

減価償却費相当額 96百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

　　同　左

(減損損失について)

　　減損損失はありませんので、項目等の記載は省略

　しております。
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(有価証券関係)

前事業年度(自平成16年４月１日　至平成17年３月31日)及び当事業年度(自平成17年４月１日　至平
成18年３月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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(税効果会計関係)

　

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産) 　

　退職給付引当金 599百万円

　役員退職慰労引当金 76百万円

　賞与引当金 151百万円

　未払費用 19百万円

　減価償却費 45百万円

　棚卸資産 10百万円

　繰越欠損金 239百万円

　その他 30百万円

繰延税金資産小計 1,173百万円

　評価性引当額 △5百万円

繰延税金資産合計 1,167百万円

　 　

(繰延税金負債) 　

　その他有価証券評価差額金 436百万円

　買換資産圧縮積立金 827百万円

繰延税金負債合計 1,263百万円

繰延税金負債の純額 95百万円
　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産) 　

　退職給付引当金 469百万円

　役員退職慰労引当金 85百万円

　賞与引当金 198百万円

　未払費用 25百万円

　減価償却費 50百万円

　棚卸資産 22百万円

　その他 83百万円

繰延税金資産小計 934百万円

　評価性引当額 △43百万円

繰延税金資産合計 890百万円

　 　

(繰延税金負債) 　

　その他有価証券評価差額金 755百万円

　買換資産圧縮積立金 790百万円

繰延税金負債合計 1,545百万円

繰延税金負債の純額 654百万円
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

　(調整) 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.4％

受取配当金等永久に益金に算入されない項
目

△0.3％

住民税均等割 2.7％

その他 0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.4％
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

　(調整) 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.8％

受取配当金等永久に益金に算入されない項
目

△0.2％

住民税均等割 1.4％

評価性引当額の増加 4.5％

その他 1.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 48.2％
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(１株当たり情報)

　

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 318.80円 １株当たり純資産額 348.11円

１株当たり当期純利益 8.52円 １株当たり当期純利益 16.20円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。

　 同　左

 (注)　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　 前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

当期純利益(百万円) 246 441

普通株主に帰属しない金額(百万円)

(うち利益処分による役員賞与金（百万円）)

24

(24)

33

(33)

普通株式に係る当期純利益(百万円) 222 408

普通株式の期中平均株式数(千株) 26,082 25,227
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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7. 役員の異動（平成１８年６月２９日付予定）

１．代表者の異動

該当事項はありません。

　

２．その他の役員の異動

①新任取締役および監査役候補

　取締役　　　　　石松　茂　　（現　経営企画部長）

　取締役　　　　　坂口　茂也　（現　超硬部品部長）

　監査役（常勤）　小川　誠　　（現　営業部長）

　

②退任予定取締役および監査役

　取締役　　　　　柘植　成彬　（顧問に就任予定）

　常任監査役　　　弥吉　元戎　（顧問に就任予定）
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